
は じ め に

本稿では，動学均衡径路を静学均衡径路の類似から両者を比較し考察する。静学と動学の

違いは，時間が組み込まれるかどうかである。すなわち時点で捉える静学と径路で捉える動

学の違いである。動学では異時点間の問題を考察することができる。静学問題は希少資源の

ある時点における配分を扱うのに対し，動学問題は希少資源のある一定期間に亘る配分を扱

う。動学問題は，所与の汎関数（目的関数）を最大にするように，所与の制御変数の集合か

ら制御変数の時間径路と状態変数の時間径路を選択する問題（制御問題）である。異時点間

の資源配分の問題も動学問題である。本稿では，静学問題と動学問題の類似性を想定し，静

学問題の資源配分条件と動学問題の資源配分条件の関連を考察する。この類似性は，ヒック

スやマランボーによって40年前に指摘されたものである。本稿の目的は，その類似性を確認

することにある。

静学均衡および動学均衡径路の性質として，資源配分の効率性を取りあげる。動学経済に

おける資源配分の効率性には，有限期間と無限期間における効率性の二つがある。本稿では，

バーマイスターに倣い，前者の効率性を短期効率性，後者を消費効率性として扱う。本稿の

第２章において，その二つの効率性の定義とその差違について説明する。第２章第１節では，

任意の２期間における動学的な効率性の条件が示される。任意の t期における消費の t＋1期

における消費に対する限界変形率が t期における消費を限界的に一単位抑え，投資に廻し，そ

して t＋1期における消費の限界的増加の単位数に等しいときに，動学的効率性が得られる。

これは，サミュエルソン［1960］やDOSSO［1958］によって与えられた動学的効率性の条件

である。第２章第２節では，生産可能性集合に関する仮定と競争径路の特性について説明し，

動学径路が競争径路であるための条件を示す。第２章第３節では，短期効率性と消費効率性

の定義とその意味を説明し，両効率性の差違を説明する。第２章第４節では，短期効率的な

動学径路が競争径路であること，ならびに，競争的径路においては，無限期間における資本

ストックの現在価値がゼロになる性質を持つことを確認する。これは，横断条件として知ら
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れている。最後に，異時点間の資源配分と生産における競争均衡の関係を示す。

第１章では，動学経済と静学経済の類似性を前提に，静学経済における生産技術に関する

前提や静学的な競争均衡の特徴を簡単に概観する。最初に，生産可能性集合の性質として挙

げられる，その凸性，閉性，および無償処分可能性などについて説明する。これは，静学経

済において競争均衡を示すために必要な仮定である。無償処分を伴う生産可能性集合の凸性

かつ閉性の性質は均衡の一意性や効率的な資源配分を得るために必要である。この凸性が均

衡の一意性を，その閉性が均衡の効率性を可能にする。静学均衡と同様に動学均衡径路を考

察するときにも，生産可能性集合に対してその凸性および閉性を仮定する。すなわち，動学

均衡径路においても，各期の生産可能性集合の無償処分可能性，凸性および閉性を仮定する。

この仮定の下で，動学的な効率性条件が導出される。動学径路の効率性に関する重要な条件

として，サミュエルソン［1960］やDOSSO［1958］の動学効率性条件をあげることができる。

これは t期における消費の t＋1期における消費に対する限界変形率が，t期における消費を

限界的に一単位抑え，投資に廻し，そして t＋1期における消費の限界的増加の単位数に等し

いとき，動学的な効率性が得られることを示している。

静学的な競争均衡では，資源配分の効率性は，投資の消費に対する相対価格が投資の消費

に対する限界変形率に等しいときに得られる。これは，社会的な生産可能性曲線の傾きがそ

の相対価格比に等しいときに資源配分の効率性が得られることを意味する。これと同様に動

学均衡径路においては，資源配分の効率性は異時点間の社会的生産可能性曲線の傾きが二期

間の消費財の相対価格比に等しいときに得られる。

第１章 生産可能性集合と効率的生産編成

第１節 生産可能性集合について

消費財と投資財の二つの生産物が産出される経済において，生産技術の特性について説明

する。生産技術は生産計画を表すが，生産計画には実現可能な計画と実現不可能な計画があ

る。生産可能性集合は，実現可能な生産計画と実現不可能な計画の両方を表現する。生産技

術は生産関数でも表されるが，準凹かつ一次同次の生産関数が経済学では想定される。生産

可能性集合はこの生産関数より一般的な生産技術の記述である。生産可能性集合に制限を加

えることによって生産関数が得られる。

生産可能性集合をΨ とすると，生産可能性集合は

Ψ＝｛(Y ，K，L)Y F (K，L)Y 0，K 0，L 0 i＝C，I｝（1－1)

と表される。（1－1）式は，生産要素の組(K，L)＝｛(K ，K )，(L ，L )｝を投入すること

によって生産の組Y＝(Y ，Y)を産出することを示している。この生産可能性集合の仮定を

以下に示す。
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仮定１ 生産要素を用いずに生産することはできない。このことは

(Y ，0，0)∈Ψ i＝C，I ならば，Y＝(0，0)

と示される。これは，桃源郷の不可能性と呼ばれる。

仮定２ 生産可能性集合は凸集合である。これは

(Y ，K，L)∈Ψ(Y ，K ，L )∈Ψ ならば，α∈(0，1)に対して

α(Y ，K，L)＋(1－α)(Y ，K ，L )∈Ψ i＝C，I

と示される。また

(0，0，0)∈Ψ i＝C，I

である。生産要素の投入および生産物の産出がゼロの生産技術も生産可能性集合に含まれる。

さらに，加法性および可分性が仮定されると，生産可能性集合が凸錘になることを意味する。

生産可能性集合の凸性は，生産関数が準凹関数であることに対応している。

仮定３ 生産可能性集合は閉集合である。これは点列の収束によって示される。いま，生

産集合Ψ に属する点列

｛Y ，K ，L ｝

が｛Y ，K ，L ｝に収束し，これが生産可能性集合Ψ に属するとき，生産可能性集合は閉

集合である。この閉性は生産関数の連続性に対応する。

図１には消費財部門の生産可能性集合が示されている。これは準凹かつ一次同次生産関数

に対応する生産可能性集合である。生産可能性集合の各要素に対して，点Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，

Ｅ，ＦそしてＺがとられている。いま，点Ａを(Y ，K ，L )，点Ｂを(Y ，K ，L )，……
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点Ｚを(Y ，K ，L )とするとき，すべてのｎに対して(Y ，K ，L )∈Ψ であり，かつ n

→∞に対しても

(Y ，K ，L )∈Ψ

であれば，生産可能性集合は閉集合である。生産可能性集合の閉性はこの集合の境界線も含

むことを意味する。この性質は効率的な生産可能性集合が存在するために必要である。

仮定４ 生産物および生産要素は無償処分可能である。いま

(Y ，K ，L )∈Ψ かつY Y ならば，(Y ，K ，L )∈Ψ

と仮定する。これは生産物（消費財）の無償処分であることを示す。また

(Y ，K ，L )∈Ψ かつK K ，L L ならば，(Y ，K ，L )∈Ψ

と仮定する。これは生産要素の無償処分の仮定である。この仮定は，過剰生産の問題や過剰

設備を費用なしで回避できることを示している。

第２節 社会的生産可能性集合と効率的生産可能性集合

消費財部門がＨ個の企業から構成され，投資財部門がＫ個の企業から構成されるとしよう。

資本と労働が企業間に配分されるとき，各部門の資本と労働は

K ＝∑ K K＝∑ K

L ＝∑ L L＝∑ L

と表され，部門間の資本と労働の配分は

K ＋K K  L ＋L L

と表される。ここでK，L は資本ストックと労働サービスの社会全体での賦存量である。各

部門の生産可能性集合は

(Y ，K ，L )∈Ψ (Y ，K，L )∈Ψ

となる。社会的生産可能性集合は

Ψ＝｛(Y ，Y )，(K ，K )，(L ，L )(Y ，K ，L )∈Ψ ，(Y ，K，L )∈Ψ｝

（1－2)

と表される。

図２に規模に関する収穫一定の社会的生産可能性集合が示される。点Ａは社会的生産可能

性集合Ψに属する。生産物の無償処分が仮定されると，点Ｂもその生産可能性集合に属する。

また，生産要素の無償処分が仮定されると，点Ｄもその生産可能性集合に属する。その生産

可能性集合に属する点Ａ，ＢおよびＤを比較すると，点Ａは点Ｂおよび点Ｄに優越する。点

Ａと点Ｂを比較しよう。生産要素の投入に関しては

K ＝K および L ＝L

であるが，生産物の産出に関しては
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Y ＞Y

である。このことは点Ａが点Ｂに優越することを示している。同様に点Ａと点Ｄを比較する

と，生産要素に関しては

K ＜K および L ＜L

であるが，生産物の産出に関しては

Y ＞Y

である。このことは点Ａが点Ｄに優越することを示している。点Ａは他のどんな実行可能な

生産計画によっても優越されない。このような他の生産計画に優越されない生産計画を効率

的な生産計画という。

効率的な生産計画の集合を効率的生産可能性集合という。この効率的な集合をΨとすると，

この集合は

Ψ＝｛(Y，K，L)∈Ψ(Y′，K′，L′)＞(Y，K，L)→(Y′，K′，L′)∈/Ψ｝

と表される。Ψ は実行可能な生産計画のうち他のどんな実行可能な生産計画によっても優越

されない。図２の点Ｂおよび点Ｄは点Ａに優越されるので，点Ｂおよび点Ｄは効率的生産可

能性集合に属さない。さらに，点Ａは生産可能性集合に属するいかなる生産計画によっても

優越されない。点Ａを優越する生産計画は生産可能性集合に属さない。図２の生産計画Ａ′，

Ａ″は生産計画Ａに優越する。点Ａ′は生産要素の投入に関しては点Ａと同じであるが，産出量

は点Ａよりも大きい。これは点Ａ′が点Ａに優越することを意味する。また，点Ａ″は産出量

図2 社会的生産可能性集合
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に関しては点Ａに同じであるが，生産要素の投入に関して点Ａよりも大きい。これは点Ａ″が

点Ａに優越することを意味する。しかし，生産計画Ａ′およびＡ″は生産可能性集合には属さ

ない。

効率的生産可能性集合が存在するためには，生産可能性集合の閉性を必要とする。これは

仮定３から得られる。生産可能性集合の境界線が生産計画に含まれないならば，効率的な生

産集合は存在しない。生産可能性集合の境界線が含まれないならば，図３の点Ａで与えられ

る生産計画は実行不可能である。効率的な生産可能性集合が存在するためには，仮定３で示

される生産可能性集合の閉性が必要である。

第３節 社会的生産可能性曲線と効率的な生産編成

3.1 社会的生産関数と社会的生産可能性曲線

効率的生産可能性集合は生産関数によって表される。消費財部門の生産関数が

Y ＝F (K ，L )

と示される。ここでK ＝∑ K および L ＝∑ L である。この関数が一次同次であれば，

図１の消費財部門の生産可能性集合の境界線がその部門の生産関数となる。同様に，投資財

部門の一次同次生産関数もその生産可能性集合の境界線によって与えられる。

社会的生産関数は

図3 境界線を含まない生産可能性集合
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(SF） Max
｛K ，L ｝

F (K ，L )

sub.to F (K，L ) Y

L ＋L L

K ＋K K

この問題（SF）の解から導出される。この問題の一階条件を使うと

Y ＝F (L (Y ，K，L)，K (Y ，K，L))

が得られ，社会的生産関数は

Y ＝F (Y ，K，L)＝F(Y ，K，L)

となる。消費財部門および投資財部門の生産関数は準凹かつ一次同次関数で，限界生産性が

正であるならば，社会的生産関数は凹関数になる。

3.2 社会的生産可能性曲線と効率的な生産条件

社会的生産関数が凹関数であるとき，社会的生産可能性曲線は原点に凹となる。社会的生

産可能性曲線は図４のように表される。社会的生産可能性曲線は社会的可能性集合の境界線

であり，この境界はその生産可能性集合の閉性より得られる。その曲線の内側は効率性の条

件を満たさない。社会的生産可能性曲線の傾きは，投資財の消費財に対する限界変形率を表

図4 社会的生産可能性曲線と社会的生産可能性集合
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している。これは（SF）問題を解くことによって得られる。そのラグランジェ問題は

L(K ，L ，K，L，α，β，γ)

＝F (K ，L )＋α［F (K，L )－Y ］＋β［L ＋L－L］＋γ［K ＋K－K］

と表される。これより

K
L()＝

K
F (K ，L )＋γ＝0 ⑴

L
L()＝

L
F (K ，L )＋β＝0 ⑵

K
L()＝α

K
F (K，L )＋γ＝0 ⑶

L
L()＝α

L
F (K，L )＋β＝0 ⑷

α
L()＝F (K，L )－Y ＝0 ⑸

β
L()＝L ＋L－L＝0 ⑹

γ
L()＝K ＋K－K＝0 ⑺

が得られる。ここで L()＝L(K ，L ，K，L，α，β，γ)である。⑴と⑶より

α
K

F (K，L )＝
K

F (K ，L )

が得られ，⑵と⑷より

α
L
F (K，L )＝

L
F (K ，L )

が得られる。これから

α＝
K

F (K ，L )
K

F (K，L )

＝
L

F (K ，L )
L
F (K，L ) （1－3)

が得られる。（1－3）式は資本あるいは労働の限界生産性の比を表している。ここで F (K ，

L )/ K は資本を消費財部門から投資財部門に再配分するときの機会費用（犠牲費用）を示

し， F (K，L )/ K は資本を投資財部門から消費財部門に再配分するときの機会費用（犠

牲費用）を示している。二つの部門で使用可能な資本量が一定になっている定常状態では，
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他の部門に再配分する機会費用はその再配分量の増加関数になる。すなわち，消費財部門の

資本量と生産量を小さくし，投資財部門の資本量と生産量を大きくするにつれて，（1－3）式

の値は逓増する。

（1－3）式は

K
F (K ，L )

L
F (K ，L )＝

K
F (K，L )

L
F (K，L )

と書き換えられる。これは，部門間の限界代替率が等しくなるように資本と労働が部門間に

配分されることを示している。

また，ラグランジェ関数から

dF (K ，L )/dY ＋α＝0

が得られる。この関係を使うと，社会的生産関数から

dY ＝
F
Y

dY

すなわち

dY ＋dY ＝0 （1－4)

が得られる。（1－4）式に（1－3）式を代入し，整頓すると

－dY
dY

＝α＝
K

F (K ，L )
K

F (K，L )

＝
L

F (K ，L )
L
F (K，L ) （1－5)

が得られる。これは，消費財の投資財に対する限界変形率が限界費用比に等しくなるように

生産編成をすることを意味している。その左辺が消費財の投資財に対する限界変形率であり，

その右辺が限界費用比（限界生産性の比）である。右辺の分子は，投資財部門の限界費用（投

資財部門に余分に生産要素を再配分するときに犠牲にされる消費財部門の余分の生産物）で

あり，右辺の分母は消費財部門の限界費用である。生産要素を消費財部門から投資財部門に

移動させると，投資財部門の産出水準は上昇する。投資財部門の犠牲費用( F (K ，L )/ K

)は上昇し，消費財部門の犠牲費用( F (K，L )/ K )は低下する。相対的に投資財部門の

犠牲費用が上昇し，消費財の投資財に対する限界変形率は上昇する。図４の点Ａの経済状態

から点Ｂの経済状態になると，消費財部門における資本の限界生産性は大きくなり，投資財

部門のその限界生産性は小さくなる。

生産可能性集合の凸性についてはすでに示したが，生産可能性集合の凸性は社会的生産可

能性集合が凸集合になることを意味する。また，生産可能性集合の閉性は社会的生産可能性

集合が閉集合であることを意味する。社会的生産可能性集合の凸性は，(Y ，Y )および(Y
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，Y )が社会的生産可能性集合に属するならば，λ∈(0，1)に対して

λ(Y ，Y )＋(1－λ)(Y ，Y )

も社会的生産可能性集合に属する。また，社会的生産可能性集合の閉性は，(Y ，Y )およ

び(Y ，Y )が社会的生産可能性集合に属し，その点列｛Y ，Y ｝ が(Y ，Y )あるいは

(Y ，Y )に近づくときに満足される。図５の生産計画Ｈではこの集合の閉性は満されない。

第４節 社会的生産可能性曲線と価格

4.1 社会的生産可能性曲線と産出の最大化条件

所与の生産要素のもとで，消費財および投資財の産出量を最大にし，各生産物の産出合計

を最大にするように各部門への各生産要素の配分と産出を決めるための条件を導出する。こ

の問題は

(MP) Max
｛Y ，Y ｝

pY ＋pY

sub. to F (K ，L ) Y

F (K，L ) Y

K ＋K K
 

L ＋L L

と表される。この問題のラグランジェ関数は

図5 社会的生産可能性集合の閉性が満たされない場合
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L(Y ，Y ，K ，K，L ，L，α，β，γ，η)

＝pY ＋pY ＋α［F (K ，L )－Y ］＋β［F (K，L )－Y ］

＋γ［K ＋K－K］＋η［L ＋L－L］

である。この問題に内点解が存在すると仮定する。一階の条件は

Y
L()＝p －α＝0 ⑴

Y
L()＝p－β＝0 ⑵

K
L()＝α

K
F (K ，L )－γ＝0 ⑶

K
L()＝β

K
F (K ，L )－γ＝0 ⑷

L
L()＝α

L
F (K ，L )－η＝0 ⑸

L
L()＝β

L
F (K ，L )－η＝0 ⑹

α
L()＝F (K ，L )－Y ＝0 ⑺

β
L()＝F (K，L )－Y ＝0 ⑻

γ
L()＝K ＋K－K＝0 ⑼

γ
L()＝L ＋L－L＝0

が得られる。ここで L()＝L(Y ，Y ，K ，K，L ，L，α，β，γ，η)である。この⑴か

ら の条件を使うと，産出の合計を最大にするための必要条件が得られる。⑴，⑵，⑶およ

び⑷より

p
K

F (K ，L )＝p
K

F (K，L )

が得られる。⑴，⑵，⑸および⑹より

p
L

F (K ，L )＝p
L
F (K，L )

が得られる。これより
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K
F (K ，L )

K
F (K，L )＝

p
p

（1－6a)

L
F (K ，L )

L
F (K，L )＝

p
p

（1－6b)

が得られる。（1－6）式は，総産出最大化のための必要条件である。この条件は，各部門の限

界費用（限界犠牲費用）比が価格比に等しいことを示している。（1－6）式の左辺において，

その分子は投資財の限界犠牲費用，その分母は消費財の限界犠牲費用を示している。その右

辺は投資財の消費財で測った相対価格である。（1－5）式と（1－6）式を結びつけると

－
dY
dY

＝
K

F (K ，L )
K

F (K，L )＝
p
p

（1－7a)

－
dY
dY

＝
L

F (K ，L )
L
F (K，L )＝

p
p

（1－7b)

が得られる。（1－7）式は，生産における限界変形率（投資財の消費財に対する限界変形率）

が限界費用比ならびに価格比（消費財で測った投資財の相対価格）に等しくなるとき，生産

物の価値の総和が最大になることを示している。（1－7）式において，その限界変形率が価格

比より大きいときには，各企業は消費財の生産を増やし，投資財の生産を減少させる。

図６において，総産出最大化条件が示される。所与の生産物価格の下で，点Ａにおいてそ

図6 社会的生産可能性曲線と総産出最大化のための条件
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の最大化が達成される。点Ｂおよび点Ｃにおいては（1－7）式の条件は満足されない。その

点Ｂにおいて限界変形率と価格比の関係は

－
dY
dY

＜
p
p

となっている。投資財部門における生産要素の限界生産物価値の方が消費財部門におけるそ

の価値よりも大きいので，投資財部門に生産要素を再配分させ，その産出を増加させる。逆

に，点Ｃにおいては

－
dY
dY

＞
p
p

となる。このときは，消費財部門の産出を増加させるように，生産要素を部門間に再配分す

る。

4.2 社会的生産可能性曲線と生産の競争均衡

二部門経済を想定する。各部門の生産技術は生産関数で示され，生産要素は完全利用され

ると仮定する。これは

L ＋L ＝L およびK ＋K ＝K （1－8)

消費財部門の利潤をπとすると，その利潤関数は

π(Y ，K ，L )＝pY －wL －qK

と表される。投資財部門の利潤をπとすると，その利潤関数は

π(Y ，K，L )＝pY －wL－qK

と表される。各部門の利潤最大化行動は

(PM) Max
｛Y ，K，L｝

pY －wL－qK

sub. to F (K，L) Y i＝C，I

と示される。この問題のラグランジェ関数は

L(Y ，K，L，λ)＝pY －wL－qK＋λ［F (K，L)－Y ］ i＝C，I

となる。これに内点解が存在するときには，利潤最大化の条件は

w＝p
L
F (K，L) i＝C，I （1－9a)

q＝p
K
F (K，L) i＝C，I （1－9b)

および

F (K，L)＝Y i＝C，I
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である。ここで生産物価格が与えられると，利潤最大化の条件は，生産要素に対する需要と

生産要素価格を決める。

生産物価格(p ，p)が与えられると，（1－9）式は

p
p
＝

φ
F (K ，L )

φ
F (K，L ) φ＝K，L （1－10)

と変形され，これは（1－7）式と同じである。これは，社会的生産可能性曲線の限界変形率

がその生産物価格比に等しいことを示し，効率的な生産編成条件が満たされ，社会的生産可

能性曲線上に(Y ，Y )が与えられることを意味する。（1－9）式から

w
 
q
＝

L
F (K ，L )

K
F (K ，L )＝

L
F (K，L )

K
F (K，L )

が得られる。これは生産要素が部門間に効率的に配分されることを示している。ここで生産

要素の需要が決まると，所与の価格の下で，生産要素価格(w，q)が決まる。

次に，端点解が存在する場合の効率的生産編成条件を導出してみよう。もしY ＝0ならば，

p
p
＞－

dY
dY

→0の関係が成立する。このとき，社会的生産可能性曲線は図７の横軸に重な

る。もしY ＝0ならば，
p
p
＜－

dY
dY

→∞となる。このとき，社会的生産可能性曲線は図

７の縦軸に重なる。

上の（PM）利潤最大化問題の利潤最大化の条件は

図7 端点解をもつ社会的生産可能性曲線
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for Y 0 ［p－λ］Y ＝0

for K 0 －q＋λ
K
F (K，L) K＝0

for L 0 －w＋λ
K
F (K，L) L＝0

for λ 0 λ［F (K，L)－Y ］＝0

である。L＞0，L ＞0のときには，（1－10）式がえられる。ここではλ＞0を仮定する。い

ま，L＝0，L ＞0としよう。このとき

L
F (K ，L )

L
F (K，L ) p/p

となる。ここで左辺の分母は無限に大きいので，左辺は無限にゼロに近似される。L＝0，L ＞

0のときには，投資財の産出はゼロになり，消費財の産出は最大になる。この社会的生産可能

性曲線は，図７の0Y である。図７の点Ｓにおける生産の限界変形率(－dY /dY )は無限

にゼロに近似される。すなわち

L
F (K ，L )

L
F (K，L )→0

となる。

また，L ＝0，L＞0のときには，その分子が無限に大きくなるので

L
F (K ，L )

L
F (K，L ) p/p

となる。社会的生産可能性曲線は図７の0Y である。図７の点Ｔにおける生産の限界変形率

は無限に大きくなる。すなわち

L
F (K ，L )

L
F (K，L )→∞

となる。

第５節 生産可能性集合と分離平面

生産可能性集合が凸集合であるとき，その凸集合の外の一点を通る平面を境界面という。

またその集合が凸かつ閉集合であるとき，その集合の境界上の一点を通る平面を支持平面と

いう。二つの凸集合に対して境界面となる平面を分離平面という。

二次元空間における直線はその空間を三つの部分空間に分ける。その一つは直線上の点か

らなる空間，他は直線の両側に分けられる空間である。たとえば

10Y ＋20Y ＝1000 Y ，Y 0
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なる直線 lを考えてみる。この直線は

Y ＝｛(Y ，Y )Y 0 Y 0 Y ，Y ∈R ｝

を直線上の点からなる部分集合

Y ＝｛(Y ，Y )10Y ＋20Y ＝1000 Y 0，Y 0｝

とこの直線の上方の点からなる部分集合およびその下方の点からなる部分集合に分離する。

図８において，直線 lは社会的生産可能性集合の支持平面（支持線）となる。直線 lが支持

線であるとき，その支持線は社会的生産可能性集合をその線の上にある集合から分離する。

いま，生産物の市場価格ベクトルが（10，20）と与えられるとき，生産者（企業）はその市

場価格のもとで，消費財ならびに投資財の産出量を決める。各企業の生産可能性集合が凸集

合であるので，ある企業の生産計画は他のすべての企業の生産計画から独立している。凸集

合の支持平面（支持線）は分権的な競争経済の実現を示す。

法線ベクトル（10，20）は，生産技術制約および資源制約のもとで

10Y ＋20Y

を最大にする産出ベクトル（50，25）が得られる。図８の直線 l(10Y ＋20Y )は生産側にお

ける利潤最大をもたらす産出量の組み合わせを与え，同時に，その直線は消費における支出

額を最小にする消費量の組み合わせを与える。

図９において，直線 lは社会的生産可能性集合と社会的選好を示す満足集合（図９の集合Ｓ）

の二つの凸集合を分離し，同時に，その二つの凸集合の支持線である。各企業の生産可能性

図8 凸集合の社会的生産可能性集合と分離平面（分離線）
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集合および各消費者の満足集合も凸集合であるので，各経済主体（企業および消費者）の決

定は他の経済主体の決定から独立している。二つの凸集合の支持線は分権的な競争経済の実

現を意味する。

第２章 動学的効率性と競争径路

第１節 動学的資源配分の効率性条件

各企業は期初に労働サービスと資本ストックを投入し，期末に消費財あるいは投資財を産

出する。ここでは，任意の現在期として t期を取り上げ，その期にスポットをあてる。t期の

期初は t時点であり，その期末は t＋1時点である。t＋1期の期初は t＋1時点であり，その

期末は t＋2時点である。

t期の期初に投入される労働サービスを L(t)，その期初に投入される資本ストックのサー

ビスをK(t)とし，生産物の産出はその期末におこり，Y (t＋1) i＝C，I と表される。t＋

1時点における消費財産出をY (t＋1)，投資財産出をY (t＋1)と表す。この投入―産出関

係を

Y (t＋1)＝F (K(t)，L(t)) i＝C，I

と表す。t期の社会的生産関数は

Y (t＋1)＝F(Y (t＋1)，K(t)，L(t)) （2－1）

図9 二つの凸集合を分離する直線

第３・４合併号（通巻110号)

― ―17

札幌学院商経論集 第23巻

★
図
題
の
エ
ル
は
外
字
使
っ
て
ま
す
★



と表される。ここでK(t)＝K (t)＋K (t)，L(t)＝L (t)＋L (t)である。

各企業は t期の期初に二期間にわたる生産計画を立てる。その期初には，経済全体に賦存す

る資本ストックと労働ストックは与えられ，それはK(t)＝K，L(t)＝L と示される。生産

要素の賦存量が与えられると，t期の消費財と投資財の産出は決められる。その産出量は各部

門の生産関数によって決められる。

一期間経済の問題についてはすでに第１章で展開したので，この節では二期間経済の問題

を考察しよう。二期間経済において，t＋1期の期末における消費財産出を最大にするように

K(t＋1)およびY (t＋1) i＝C，I を決定する問題を考察する。ここでは，社会全体として

第二期の消費財産出であるY (t＋2)を最大にするように生産編成を作り上げる。この社会の

状態を想定しよう。まず，社会全体として利用可能な労働サービス量は，両期間を通じて不

変で，t期の期初に社会的に賦存する大きさに等しいとする。次に，各消費者は労働供給を選

択しないものと仮定し，L(t)＝L(t＋2)＝L としよう。第三に，t＋1期の期末の t＋2時点に

おける資本ストック水準，K(t＋2)，は与えられ，K(t＋2)＝K
＝
とする。

t＋1期の投資財生産が決まると，t＋1期の投資水準（Y (t＋2)）が決まる。二期間経済の

社会的生産関数は

Y (t＋2)＝F (Y (t＋1)，Y (t＋1)，Y (t＋2)，K(t＋2)，L(t＋2)，K(t)，L(t))

（2－2)

と表される。この t＋1期の消費財産出を最大にするように生産を編成する。ここでK(t)＝

K，L(t)＝L(t＋2)＝L で与えられ，t期の社会的生産関数は（2－1）式で与えられる。この

二期間経済の問題は，（2－1）式の制約の下で二期間目の消費財産出を最大にする問題（IM）

とする。この問題は

Max
｛Y (t＋2)｝

F (Y (t＋1)，Y (t＋1)，Y (t＋2)，K(t)，L(t)，K(t＋1)，L(t＋1))

sub.to Y (t＋1) F(Y (t＋1)，K(t)，L(t))

Y (t＋2)＝K
＝
＋K(t＋1)(1－δ)

K(t)＝K

K(t＋2)＝K
＝

L(t＋1)＝L(t)＝L

と表される。この問題に内点解が存在するとしよう。これから，ラグランジェ関数は

L(Y (t＋1)，Y (t＋1)，K(t＋1)，λ，η)＝F (Y (t＋1)，Y (t＋1)，

Y (t＋2)，K，L，K(t＋1)，L)＋λ［F(Y (t＋1)，K(t)，

L(t))－F (Y (t＋1))］＋η(Y (t＋2)－K
＝
＋K(t＋1)(1－δ))

と表される。この関数より，一階の条件は
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Y (t＋1)
L()＝

Y (t＋1)
F ( )＋λ(－1)＝0 ⑴

Y (t＋1)
L()＝

Y (t＋1)
F ( )＋λ

Y
F()＝0 ⑵

K(t＋1)
L()＝

K(t＋1)
F ( )－η(1－δ)＝0 ⑶

Y (t＋2)－K
＝
＋K(t＋1)(1－δ)＝0 ⑷

と与えられる。ここで

L()≡L(Y (t＋1)，Y (t＋1)，K(t＋1)，λ，η)

F ( )≡F (Y (t＋1)，Y (t＋1)，Y (t＋2)，K，L，K(t＋1)，L)

F()≡F(Y (t＋1)，K，L)

である。この条件の⑴と⑵より

－
Y (t＋1)

F ( )＝
Y (t＋1)

F ( )
Y (t＋1)

F() （2－3)

が得られる。この（2－3）式は，異時点間の資源配分が効率的であるための条件である。こ

の左辺は，t期の産出の限界的な一単位減少に対して，t＋1期に限界的に産出を何単位増加さ

ることができるかを示している。これは t期の t＋1期に対する限界変形率である。（2－3）式

ではこの値が右辺の値に等しい。この右辺の分母の逆数は，t期の消費財生産を限界的に一単

位増加させるとその期の投資財生産を何単位抑えるかを示し，その分子は，t期の投資財生産

を限界的に一単位抑えると，t＋1期の消費財生産を何単位減少さるかを示している。（2－3）

式は動学的資源配分の効率性条件である。この動学的な資源配分条件を満たす径路は，t＋1期

の消費産出を最大にする径路である。この条件は，サミュエルソン［1960］およびDOSS［1958］

によって示された動学的資源配分の効率性条件である。

この問題の最大化の一階条件である⑶は t＋1時点の資本ストックの限界生産性である。こ

の生産性は，市場において，投資財の価格（陰の価格）に等しくなるように決まる。資本の

限界生産性が，投資財の価格に等しくなるように，異時点間に資本ストックが配分されるこ

とをその一階条件は示している。

第２節 競争径路

各部門の生産可能性集合は，第１章で示したように，

Ψ＝｛(Y ，K，L)Y F (K，L)Y 0，K 0，L 0 i＝C，I｝ （1－1)

と表される。この関数は第１章第１節の仮定１から仮定４を満足する。仮定１は桃源郷の不
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可能性，仮定２は凸性，仮定３は閉性，仮定４は生産物および生産要素の無償処分の仮定で

ある。

t期の社会的生産関数は，すでに第１節で示したように，次の（2－1）式で与えられる。

Y (t＋1)＝F(Y (t＋1)，K(t)，L(t)) （2－1)

ここでK(t)＝K (t)＋K (t)，L(t)＝L (t)＋L (t)である。これは

T ＝｛Y(t＋1)，K(t)，L(t)Y (t＋1) F(Y (t＋1)，K(t)，L(t))，

Y(t＋1) 0，K(t) 0，L(t) 0｝ （2－2)

と示される。T は生産可能性集合と呼ばれる。この社会的生産関数においても，第１章第１

節の桃源郷不可能性，生産可能性集合の凸性および閉性，生産物ならびに生産要素の無償処

分が仮定される。桃源郷不可能性の仮定は，もし(Y ，0，0)∈Ψ i＝C，I であるならば，

Y＝(Y ，Y )＝(0，0)となることを意味している。この生産可能性集合では，桃源郷不可能

性は，もし(Y(t＋1)，0，0)∈T であるならば，Y(t＋1)＝0となる。これは，投入なくし

て産出なしを示している。また，Y(t＋1) 0なるような生産可能性集合

(Y(t＋1)，K(t)，L(t))∈T

が存在すると仮定する。

仮定２は，生産可能性集合の凸性である。第１章第１節において，その凸性は

(Y ，K，L)∈Ψ (Y ，K ，L )∈Ψ ならば，α∈(0，1)に対して

α(Y ，K，L)＋(1－α)(Y ，K ，L )∈Ψ i＝C，I

と示された。T の生産可能性集合において，その凸性は次のように示される。

(Y(t＋1)，K(t)，L(t))∈T (Y′(t＋1)，K′(t)，L′(t))∈T ならば，

α∈(0，1)に対して

α(Y(t＋1)，K(t)，L(t))＋(1－α)(Y′(t＋1)，K′(t)，L′(t))∈T

となる。これは T の生産可能性集合が凸集合であることを示している。また

(0，0，0)∈T

である。生産要素の投入および生産物の産出がゼロの生産技術も生産可能性集合に含まれる

ことを仮定する。さらに，加法性および可分性が仮定されると，生産可能性集合が凸錘にな

ることを意味する。原点を含む生産可能性集合の凸性は，生産関数が準凹関数であることに

対応している。

第１章第１節の仮定３は生産可能性集合の閉性を示していた。これは点列の収束によって

示された。生産可能性集合の閉性は，生産可能性集合Ψに属する点列がこの集合自身の｛Y ，

K ，L ｝に収束するときに得られる。（2－2）式で示される生産可能性集合 T において，

｛Y (t＋1)，K (t)，L (t)｝

がその集合自身の｛Y (t＋1)，K (t)，L (t)｝に収束するときに，生産可能性集合の閉性は
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示される。

第１章第１節の仮定４は生産物および生産要素の無償処分であった。この仮定は，(Y ，K ，

L )∈Ψ かつY Y ならば，(Y ，K ，L )∈Ψ を意味していた。これが生産物（消費

財）の無償処分を示していた。また，(Y ，K ，L )∈Ψ かつK K ，L L ならば，

(Y ，K ，L )∈Ψ と仮定していた。これは生産要素の無償処分の仮定であった。この仮定

は，過剰生産の問題や過剰設備を費用なしで回避できることを示していた。（2－2）式で示さ

れる T 生産可能性集合において，

(Y(t＋1)，K(t)，L(t))∈T かつY(t＋1) Y(t＋1)′ならば，

(Y(t＋1)′K(t)，L(t))∈T

であると仮定する。これは生産物の無償処分を意味する。また，

(Y(t＋1)，K(t)，L(t))∈T かつK(t)′K(t)，L(t)′ L(t)であるならば，

(Y(t＋1)，K(t)′，L(t)′)∈T

となる。これは生産要素の無償処分を意味する。

最後に仮定５であるが，この仮定は生産可能性集合の規模に関して収穫一定を示す。これ

は

(Y(t＋1)，K(t)，L(t))∈T ならば，そのときにλ＞0対して，

(λY(t＋1)，λK(t)，λL(t))∈T

と示される。

上記で説明した仮定１から仮定５の下で動学径路が存在するならば，その径路は

Y(t＋1) Y (t＋1)＋Y (t＋1)

を満たし，生産可能性集合で表される生産技術の点列

｛Y(t＋1)，K(t)，L(t)｝ S ∞ （2－4)

として表される。さらに，その点列が実行可能な動学径路であるためには，初期条件と資源

賦存条件を満たす必要がある。資源賦存条件は，すべてのゼロ以上の期に対して，L(t) L

およびK(t) K であり，初期条件は，初期の資本ストック水準の非負性の条件である。

この（2－4）式で示される動学径路が初期条件と賦存条件を満たすとき，その動学径路は

実行可能となる。しかし，その径路上で利潤最大化条件を満たすとは限らない。動学径路が

競争径路であるためには，その動学径路は利潤最大化条件を満たす必要がある。t期の利潤は

π＝p Y(t＋1)－qK(t)－wL(t) （2－5)

と表される。この利潤を最大にする価格ベクトル(p ，q，w)が次の第１条件から第４条件

を満足するとき，（2－4）式で示される実行可能な動学径路は競争径路である。

まず，第１条件は，生産物価格ベクトルが p ＝(p ，p ) 0で，両生産物の価格の非

負性である。生産物産出がその需要水準を超えるときには，生産物は自由財となり，生産物
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価格はゼロになる。生産物は無償処分される。次に，第２条件は，すべての期間における労

働サービス価格の非負性である。すなわちw 0である。競争径路が(Y (t＋1)，K (t)，

L (t))∈T であり，労働サービスの使用と賦存量の間にL (t) Lの関係があるならば，(Y

(t＋1)，K (t)，L)∈T となる。競争径路上では利潤最大になっているので

p Y (t＋1)＋p Y (t＋1)－qK (t)－wL

p Y (t＋1)＋p Y (t＋1)－qK (t)－wL (t)

が成立する。これより

w(L (t)－L) 0 （2－6)

である。ここでw＜0ならば，利潤最大化を満たさない。よってw 0である。

もし L(t)＜L となるならば，w＝0となり，労働サービスは自由財になる。すべての労働

サービスが同一の支払を受けるとき，（2－6）式において L (t)＜L であるとしよう。このと

きw＞0ならば，L (t)＋ε＝L とすると，wL－wε－wL 0なる関係が成立する。これ

よりwε 0となる。これは矛盾である。失業している労働時間に賃金を支払うことを意味し

ている。ゆえに，L(t)＜L ならば，w＝0である。

第３条件は，資本ストックのレンタル価格も非負である。すなわち，すべての期間におい

て q 0である。競争径路が(Y (t＋1)，K (t)，L (t))∈T で，K (t)＜K であるとしよ

う。このとき，(Y (t＋1)，K，L (t))∈T である。競争径路上では利潤最大になっている

ので

p Y (t＋1)＋p Y (t＋1)－qK－wL (t)

p Y (t＋１)＋p Y (t＋1)－qK (t)－wL (t)

である。これより

q(K (t)－K) 0 （2－6′)

である。ここで q＜0ならば，利潤最大化を満たさない。よって q 0である。

すべての資本財が同一の支払を受けるとき，（2－6′）式においてK (t)＜K であるとしよ

う。もしK (t)＜K ならば，超過供給になっている資本財にある正のレンタルを支払うこと

はあり得ないので，労働サービスの場合と同じ理由により，q＝0となる。

第１から第３の条件は，競争径路上では，需要と供給が等しくなり，均衡状態にあること

を意味している。この第１から３の条件は，生産要素ならびに生産物の無償処分を前提にし

ている。

第４条件は，実行可能な径路に沿って，（2－5）式で与えられる利潤を最大にする。すなわ

ち，すべての期間およびすべての生産可能性集合ベクトル(Y(t＋1)，K(t)，L(t))∈T に

対して

p Y (t＋1)＋p Y (t＋1)－qK(t)－wL(t)
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p Y (t＋1)＋p Y (t＋1)－qK (t)－wL (t) （2－7)

となるような(Y (t＋1)，K (t)，L (t))∈T が存在する。この競争径路上では，（2－7）

式の左辺に示される利潤が，すべての期間において，非正であることを必要とする。ある期

の利潤が正であれば，資源を他の期間からその期間に再配分することによって，径路全体で

の消費水準を高め，経済厚生を高めることができる。このように，任意の期間の利潤がゼロ

を超えるときには，期間の利潤が非正になるまで，期間間で資源の再配分を続ける。このこ

とは，すべての期間に対し

p Y (t＋1)＋p Y (t＋1)－qK (t)－wL (t) 0 （2－8)

となることを意味する。これは，競争径路のすべての期間において，非正の利潤が実現する

ことを示している。

もし p Y (t＋1)＋p Y (t＋1)－qK (t)－wL (t)＞0ならば，（2－7）式の関係は

成立しない。(Y (t＋1)，K (t)，L (t))∈T とし，生産物の無償処分が仮定されると，Y

(t＋1) Y(t＋1)ならば

p Y (t＋1)＋p Y (t＋1)－qK (t)－wL (t)

＜p Y (t＋1)＋p Y (t＋1)－qK (t)－wL (t)

が得られる。次に，生産要素の無償処分が仮定されると，K (t) K(t)，L (t) L(t)なら

ば

p Y (t＋1)＋p Y (t＋1)－qK (t)－wL (t)

＜p Y (t＋1)＋p Y (t＋1)－qK(t)－wL(t)

が得られる。これは，（2－8）式の競争均衡となる利潤の非正の条件を満足しない。すなわち，

動学径路上のある期の利潤が正であるならば，その径路は競争径路でないことを意味する。

ゆえに，動学径路が競争径路であるならば，（2－8）式が成立する。

競争径路は経済厚生の概念である効率性に関する特徴を備えている。経済の効率性は有限

期間あるいは無限期間において考察される。この問題は次節にて考察される。

第３節 競争均衡径路の特性

3.1 静学状態における競争均衡の特性：厚生経済学の第１命題

競争均衡がパレート効率であることは，厚生経済学の第１命題として知られている。この

命題は，利潤を非正にする競争均衡における消費配分が実現し，競争均衡の資源配分が契約

曲線状上にあることを意味している。パレート効率性は，この曲線状上では，消費者の任意

の２生産物の限界代替率は等しくなることを意味している。

この節では生産の競争均衡の特性を示す。この競争均衡では，各部門の利潤と社会全体の

利潤が同時に最大化される。価格ベクトルを(p ，p ，q ，w )と産出・投入量ベクトルを
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(Y ，Y ，K ，L )とする。前者は競争均衡価格ベクトル，後者は均衡数量ベクトルであ

る。このもとで，配分(Y ，Y ，K ，L )が社会全体の利潤を最大にするならば，すなわ

ち，その配分が他のいかなる配分にも優越されない配分であるならば，その配分はパレート

最適である。その均衡価格体系の下で，生産要素の均衡配分量が産業を構成する各企業に配

分される。各部門が有限個の企業から構成されるとき，消費財部門への生産要素の配分は

K ＝∑ K L ＝∑ L

と示される。また投資財部門についても同様に示される。経済全体での生産要素の配分は

F ＋F＝F F  F＝K，L

を満たす。部門全体の産出量については

Y ＝∑ Y Y ＝∑ Y

と示される。消費財部門および投資財部門を構成する企業が利潤最大化行動をするとき，各

企業には生産物価格ならびに生産要素価格は与えられる。ここでは均衡価格(p ，p ，q ，w )

が与えられるとしよう。各企業が利潤最大を達成しているときには，その部門全体でも利潤

最大化が達成されている。

消費財部門の利潤最大化条件は

max
｛Y ，K ，L ｝

π＝［p Y －w L －q K ］

sub.to (Y ，K ，L )∈Ψ あるいは Y F (K ，L )

および，K ＋K＝K K L ＋L＝L L

を満たす。この解を(w ，q ，K ，L ，Y )とする。この利潤最大化条件は，（1－9a）式

および（1－9b）式で示される。また投資財部門の解を(w ，q ，K ，L ，Y )とする。投

資財部門の利潤最大化条件も（1－9a）式および（1－9b）式で示される。（1－9）式で示し

たように，各部門の実質賃金率が労働の限界生産性，実質レンタルが資本の限界生産性に等

しい。このとき，消費財の均衡価格が p ，投資財の均衡価格が p と与えられると，生産要

素価格が各部門で等しくなるので，両部門の利潤最大化条件から生産物の配分に関する条件

として

φ
F (K ，L )

φ
F (K ，L )＝

p
p

φ＝K，L

が導出される。これは（1－10）式で示したものである。これは，投資財の消費財で測った相

対価格がその限界犠牲費用比に等しい条件である。たとえば，労働サービスの多くが投資財

部門で使用されている状態では，投資財部門における労働の限界生産性は消費財部門におけ

るその生産性より低く，投資財生産の限界犠牲費用の方が消費財の限界犠牲費用より高くな

る。さらに，（1－7）式で示したように，投資財の消費財で測った相対価格が生産における限
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界変形率に等しい。

また，生産要素が与えられたときの生産可能性集合は，Y＝(Y ，Y )∈Ψとなる。生産

要素が与えられたときの社会全体の利潤最大化のための問題は

max
｛Y ，Y ｝

Π＝［p Y ＋p Y －qK－w L］

sub.to ((Y ，Y )，(K ，K )，(L ，L ))∈Ψ

K ＋K K ＝K

L ＋L L ＝L

と与えられる。この制約条件に示される生産可能性集合をY F (K ，L )およびY F

(K，L )で置き換えることもできる。生産可能性集合の凸性および閉性が仮定されているの

で，この問題には内点解が存在する。この問題の解は（1－6）式および（1－7）式で示した

条件を満足する。この問題におけるその条件は

K
F (K ，L )

K
F (K，L )＝

p
p

（1－6a)

L
F (K ，L )

L
F (K，L )＝

p
p

（1－6b)

－
dY
dY

＝
K

F (K ，L )
K

F (K，L )＝
p
p

（1－7a)

－
dY
dY

＝
L

F (K ，L )
L
F (K，L )＝

p
p

（1－7b)

と示される。すなわち，これは，生産における限界変形率が投資財価格の消費財価格で測っ

た値に等しい条件である。この解を(w ，q ，Y ，Y )と表す。

次に，社会全体の利潤が最大化されるときには，各部門の利潤も最大化されることを確認

しておこう。(w ，q ，Y ，Y )が利潤Πを最大にしているとき，Y ＝Y ，Y ＝Y ，

K ＝K ，L ＝L ，K＝K ，L＝L かつ F ＋F ＝F F＝K，Lとなっている。もしこ

れが消費財部門の利潤を最大にしないならば，K ′≠K ，L′≠L F′＋F′＝F F＝K，L

となる資源配分が存在するはずである。この資源配分のもとでは

p Y′－w L′－q K′＞p Y －w L －q K

となる(w ，q ，K′，L′，Y′)が存在する。この不等号が成立するときには，消費財部門の

利潤と投資財部門の利潤を加えた社会全体の利潤も増加するので，その解(w ，q ，Y ，Y )

が利潤最大の解であることに矛盾する。

逆に，各部門が利潤最大の資源配分を達成しているときには，社会全体としても利潤最大

が実現している。消費財部門の資源配分が(w ，q ，K ，L ，Y )，投資財部門の資源配
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分が(w ，q ，K ，L ，Y )であるときには，各部門の利潤最大が達成される。各部門が

利潤最大化を達成するときに，社会全体の利潤は最大になっている。もし社会全体の利潤が

最大になっていないならば，そのとき

p Y ＋p Y －qK－w L＜p Y′＋p Y′－qK－w L

となる資源配分が存在する。しかし，この資源配分(w ，q ，Y′，Y′)のもとでは，消費財

部門および（あるいは）投資財部門において利潤最大化が達成されていない。

3.2 動学的効率性について

動学径路の効率性には，有限時間での効率性と無限時間での効率性がある。最初に有限時

間での効率性を考察してみよう。有限期間を t＝1，2，…，T とする。ある動学径路が資源配

分に関して効率的であるための条件は，その径路の消費水準（あるいは投資水準）および終

期の資本ストック水準が他のいかなる動学径路のその水準に等しいかあるいはそれ以上であ

り，かつ，ある期の消費水準あるいは投資水準が他の動学径路におけるものよりも高いこと

である。このとき，その動学径路は，有限期間の資源配分に関して効率的である。キャス［1966］

やバーマイスター［1980］は，この有限期間の効率性を短期効率性と呼んでいる。

短期効率性の状態を形式的に表現してみよう。二つの動学径路を取りあげる。動学径路Pを

｛Y(t＋1)，K(t)，L(t)｝ ，動学径路 P̃を｛Ỹ(t＋1)，K̃(t)，L̃(t)｝ と表し，資源配

分の効率性を定義してみよう。この二つの動学径路は同じ初期条件で始まるものとする。初

期条件をK(0)＝K̃(0)＝K，L(0)＝L̃(0)＝L とする。もしこの競争均衡径路が短期効率的

であるならば，そのとき

(i）すべての t＝1，2，…T に対して，Y(t) Ỹ(t)およびK(T) K̃(T)

(ii）ある期間τ 1に対して，Y(τ)＞Ỹ(τ)あるいはK(τ)＞K̃(τ)

となるような他の動学径路が存在しない。このとき動学径路 P̃は資源配分に関して効率的で

ある。短期効率性において問題になるのは終期における資本ストックである。なぜより多く

の資本ストックを残す径路の方がより効率であるのであろうか。

この問題について説明する。先に示した二つの動学径路 P̃と Pを考えてみよう。上記の短

期効率的であるための条件（i）は満たされるが，二つの径路において終期資本ストック水準

は異なるとしよう。二つの終期資本ストック水準の間に K̃(T)＞K(T)の関係があるとしよ

う。この想定のもとでは，動学径路Pは短期不効率な動学径路である。この径路が効率的で

ないことを示すためには，終期資本ストックK(T)が T＋1期において消費財および（ある

いは）投資財の生産に利用可能であり，かつ，資本ストックが生産的であることを仮定する

必要がある。

この仮定は，動学径路 P̃が動学径路Pより効率的であることを示している。終期資本ストッ
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クが次の期の消費財および投資財の生産に利用でき，その資本ストックが生産的であるとい

う仮定は，終期資本ストックのより多い動学径路 P̃の方がより効率的であることを意味する。

すなわち，終期資本ストックが直接的に消費財に代替されるか，あるいは，その資本ストッ

クが生産プロセスを通して消費財あるいは投資財生産に使用されるときには，より多くの資

本ストックを残す動学径路の方がより効率的になる。

しかし，もし終期資本ストックが T＋1期以降の消費財および投資財生産に何の貢献もし

ないならば，終期資本ストック水準のより高い動学径路は必ずしもより効率的ではない。ゆ

えに，資本ストックの消費財あるいは投資財への代替が起こらないならば，あるいは，資本

ストックが消費財や投資財の生産プロセスで使用されないならば，終期資本ストック水準の

多寡は資源配分の効率性には関係しない。終期資本ストック水準が将来の生産に影響するこ

とを明確にするために，バーマイスター［1980］によって与えられた次の仮定６が必要にな

る。すなわち，仮定６は

終期（T 期）の資本ストックが T＋1期において消費財および（あるいは）投資財の生産

に利用可能であり，かつ，資本ストックが生産的である

である。この仮定は，T 期において世界が終末を迎えることはなく，次の T＋1においても

経済生活が繰り返されることを前提にする。

無限期間における資源配分の効率性は消費効率性である。消費効率性を形式的に表現する。

ある実行可能な動学径路 P̂と他の実行可能な動学径路Pを取り，前者の実行可能な動学径路

に対して

（i）すべての t＝1，2，…に対して，Y(t) Ŷ(t)

（ii）ある期τ 1に対して，Y(t)＞Ŷ(t)

となるような他の動学径路が存在しないならば，実行可能な動学径路 P̂は消費効率的である。

次に，消費効率的な動学径路と短期効率的な動学径路の関係について説明する。有限期間

の短期効率的な動学径路は必ずしも無限期間の消費効率的な径路ではない。T 期（終期）の

資本ストックが T＋1期以降の消費財生産および（あるいは）投資財生産に影響するならば，

有限期間の効率性が無限期間の効率性になる。だが，そのことを示すためには，短期効率的

な動学径路 P̃に対して，仮定７が必要である。仮定７は

もし(Y(t＋1)，K(t)，L(t))∈T および0 C̃(t＋1)＜C(t＋1)ならば，そのとき

0 I(t＋1)＜Î(t＋1)かつ Ŷ(t＋1) C̃(t＋1)＋Î(t＋1)

となるような生産可能性集合(Ŷ(t＋1)，K(t)，L(t))∈T が存在する

である。この仮定は，短期効率的な動学径路 P̃の他に実行可能な動学径路 P̂が存在すること

を示している。これは異時点間の代替の仮定である。短期効率的な径路上の消費水準よりも

高い消費水準を実行可能にする生産可能性集合が存在するときには，短期効率的な径路上の
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消費水準を抑え，同時に，その期の投資水準を拡大し，総産出を短期効率的な径路での産出

より高い水準に押し上げことが可能になる。

動学径路Pが

(Ŷ(t＋1)，K(t)，L(t)) かつ(Y(t＋1)，K(t)，L(t)) （P)

と表されるとしよう。いま，この径路が消費効率的な動学径路であり，かつ，t＝1，2，…T

の期では短期不効率な動学径路であるとしよう。この径路Pは，すべてのτ 1に対して Ŷ

(τ＋1)＝Ỹ(τ＋1) Y(τ＋1)であり，少なくとも Ŷ(τ＋1)＞Y(τ＋1)となる期間がその径

路において一期間は存在する。短期効率的な動学径路上のあるτ期(1 τ T)に対して，Ỹ

(τ＋1) Y(τ＋1)となっている。これは，消費が

C̃(τ＋1) C(τ＋1)

であるか，あるいは，投資が

Ĩ(τ＋1) I(τ＋1)

であることを意味する。このとき，経済は，動学径路Pではなく，次の動学径路P

｛Ỹ(t＋1)，K(t)，L(t)｝ および｛Ŷ(t＋1)，K(t)，L(t)｝ （P )

に沿って進行することができる。この新しい動学径路P では，t＝1から t＝T までは短期

効率的な動学径路，T＋1期以降は消費効率的な動学径路に沿って進行し，短期効率性が保た

れる。たとえば，T＋1期に実現する資本ストックが消費効率を保つ資本ストック水準を超え

ていようとも，資本ストックを無償処分することによって，T＋1期以降に消費効率的な径路

に沿って生産を保つことができる。動学径路Pではなく動学径路P が選択されるであろう。

この動学径路P は，短期効率的な動学径路 P̃と消費効率的な動学径路Pの混合した動学径

路である。

また，動学径路P 以外の径路の選択も可能である。はじめの t＝1から t＝T までは，消

費効率的な径路に沿って進み，T 期末の資本ストック水準を動学径路Pでの水準以上にする。

このことは，T＋1期以降の消費水準あるいは投資水準が動学径路Pにおける水準以上になる

ことを意味する。このとき，動学径路Pではなく，T 期までは動学径路(P⊕)

K̃(T)＞K(T)を伴う｛Ỹ(t＋1)，K(t)，L(t)｝ （P⊕)

に沿って進み，T＋1期以降には，Y (t＋1) Y(t＋1)かつ少なくとも任意の t T において

Y (t＋1)＞Y(t＋1)となる径路｛Y (t＋1)，K(t)，L(t)｝ を進む動学径路を実現すること

ができる。この動学径路は仮定６および仮定７によって可能になる。終期資本ストックがT＋

1期以降の生産に使用されるか，あるいは，直接的に消費されるならば，将来期の産出（消費

あるいは投資）を拡大することができる。これは，資本ストックと将来消費の異時点間の代

替による。

上の考察から理解されるように，仮定６および仮定７が成立しないならば，短期効率的な
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動学径路は消費効率的な動学径路にはならない。すなわち，終期の資本ストックが将来の生

産に使用されない（あるいは将来の消費にならない）ならば，短期効率的な動学径路は，必

ずしも，消費効率的な動学径路ではない。たとえば，極単純な例をあげてこのことを解説す

る。はじめの t＝1から t＝T までは短期効率的であり，消費が１であり，終期資本ストック

が最大にされる短期効率的な径路があるとしよう。この終期資本ストックが将来消費に利用

されないならば，将来消費はゼロになるので，はじめの t＝1から t＝T までの消費水準を１

より大きくする径路が消費効率的になる。ゆえに，仮定６が置かれないならば，短期効率的

な動学径路は消費効率的な動学径路ではない。

また，仮定７および仮定６が成立しないならば，消費効率的な動学径路は必ずしも短期効

率的な径路ではないであろう。このことを例示しよう。消費水準が１の消費効率的な動学径

路を想定する。はじめの t＝1から t＝T までの消費を１にし，終期 T において，資本ストッ

クを最大にする。しかし，その資本ストックを将来の生産に使用できない，あるいは，将来

の資本ストックを将来消費にまわせないときには，T＋1期以降において消費水準を１にする

ことはできない。この例は，消費効率的な動学径路は必ずしも短期効率的な動学径路にはな

らないことを示している。

従って，仮定６および仮定７が成立しないならば，消費効率的な動学径路は必ずしも短期

効率的な動学径路ではない。

第４節 競争径路と効率性

4.1 短期効率性的な動学径路と競争径路

前節において，短期効率的な動学径路が必ずしも消費効率的な動学径路ではないことを指

摘したが，短期効率的な動学径路は競争的である。この節では，このことを示してみよう。

いま，動学径路 P̃は，前節で説明したように，短期効率的な動学径路であるとしよう。あ

らゆる実行可能な径路は，同じ初期値，すなわちK(0)＝K および L(0)＝L から出発すると

しよう。前節で示したように，t期の生産可能性集合を｛Y(t＋1)，K(t)，L(t)｝∈T とす

る。動学径路 P̃の資源配分もこの生産可能性集合に属するので，｛Ỹ(t＋1)，K(t)，L(t)｝∈

T となる。動学径路 P̃は

｛Ỹ(t＋1)，K(t)，L(t)｝

と示される。すべての期間 t(1 t T)に対して

Ỹ(t＋1) Y(t＋1)

であり，少なくとも一期間においては

Ỹ(t＋1)＞Y(t＋1)

である。
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価格ベクトルを｛p ，p ，w ，q ｝とするとき，任意の期間のすべての生産可能性集

合ベクトル｛Y(t＋1)，K(t)，L(t)｝∈T に対して

p Ỹ (t＋1)＋p Ỹ (t＋1)－q K(t)－w L(t)

p Y (t＋1)＋p Y (t＋1)－q K(t)－w L(t) （2－9)

となる。この不等式は，動学径路 P̃が短期効率的であることから成立する。というのは，Y

(t＋1) Ỹ (t＋1)およびY (t＋1) Ỹ (t＋1)であるので

0 p (Y (t＋1)－Ỹ (t＋1))＋p (Y (t＋1)－Ỹ (t＋1))

である。このことは，任意の期間のすべての生産可能性集合ベクトル｛Y(t＋1)，K(t)，L(t)｝

∈T に対して成立する。ゆえに，短期効率的な動学径路では，価格ベクトル｛p ，p ，

w ，q ｝のもとで，利潤最大化が達成される。このことは，短期効率的な動学径路 P̃が競争

径路であることを意味する。

4.2 消費効率的な動学径路と競争径路

長期では，資本ストック価格が投資財価格に等しくなるであろう。もし資本ストック価格

が投資財価格より高いならば，投資財の生産をひかえて，資産として資本ストックの生産が

拡大され，資本ストックの価格は低下し，資本ストックの価格が投資財価格に等しくなるで

あろう。ここでは，資本ストック価格と投資財価格が等しいと仮定する。実際には，フロー

価格とストック価格は乖離するのが実態である。

無限期間経済を対象にするときには，生産物を経常価格ではなく，現在割引価格で評価す

る。競争径路に関連した価格ベクトルの流列を｛p ，p ，w ，q ｝とする。遠い将来の

資本ストックの価値をゼロに限りなく近くすることが望ましい。というのは，遠い将来では

企業が生産活動を終了すると考えられるので，そのとき正の資本ストックを保有することは

不合理であろう。その資本ストックを消費に廻すことによって，消費水準を引き上げること

ができる。よって，無限期間の動学径路は

Limap K(T＋1)＝0 （2－10)

を満たす。ここで，p ＝p /R であり，R は投資財生産物の割引因子である。（2－10）

式は，資本ストックの現在割引価値がゼロに収束すること，および，企業が操業を終えると

きには，資本ストック価値をゼロにする事業運営が合理的であることを示している。また

K(T＋1)＝K(T)＋Y (T＋1)

である。消費財で測った投資財の現在割引価格が有限値であるので，ap＝p となる関係が成

立するであろう。このことを考慮すると，（2－10）式は

Limp K(T＋1)＝0 （2－10′)

と書き換えられる。ここで p ＝p /R ，R は消費財生産物の割引因子である。
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競争径路が（2－10）式で与えられるとき，それに関連した価格で評価された消費の現在割

引価値が最大化される。実物資本ストックが有限値かつ消費財価格がゼロに収束するならば，

（2－10′）式の関係は満たされる。もしこの価格がゼロでないならば，T →∞とするとき，

現在割引価格が正値に収束し，K(T＋1)→0に収束しなければならない。ここで（2－10）

式が成立するとき

Limp (Y (T＋1)－Y (T＋1))＝0

が成り立つ。ここで投資財の現在割引価格が正であるならば，（Y (T＋1)－Y (T＋1))→

0である。よって，（2－10）式あるいは（2－10′）式は

0 Lim∑ p (Y (t＋1)－Y (t＋1)) （2－11)

となることを意味する 。これは競争径路が消費効率的であることを示している。もし動学径

路上のある期においてY (t＋1)＞Y (t＋1)の関係が成立するならば，競争径路は消費効率

的ではない。

4.3 異時点間の限界変形率と動学均衡径路

異時点間での資源配分の効率性条件は異時点間の限界変形率によって示される。いま，２

時点を取りあげ，現在期（t期）に消費を抑え，将来（t＋1期）消費を増加させるとしよう。

t期の消費減少を－ΔY (t)とし，t＋1期の消費増加をΔY (t＋1)とする。異時点間での資

源配分の効率性条件は，現在期（t期）において，消費を減少させ，資源を投資財生産に向け

投資を増加させ，t期末の資本ストックを増加させ，将来（t＋1期）消費を増加させることに

よって得られる。この二期間の消費の間に

－ΔY (t＋1)＝ΔY (t)
K(t)

F(Y (t＋1)，K(t)＋ΔY (t＋1)，L(t))

の関係が成立する。ここで，純投資ΔY (t＋1)がゼロに充分近似されるならば，これは

－ΔY (t＋1)＝ΔY (t)
K(t)

F(Y (t)，K(t)，L(t))

と変形される。ここで資本の限界生産力が1＋利子率と表されるとき

F(t)(Y (t)，K(t)，L(t))/ K(t)＝1＋r(t)

の関係が得られ，資本ストックの純限界生産力は利子率に等しい。この関係を上の関係式に

有限期間の終期資本ストックの価値は，ある一定値あるいは可変値として与えられる。もし一定値として

与えられるならば，それは定数であるので，この値を満たすように計画を立案する必要がある。もし可変

値であるならば，期末において満たされる効率性条件に相当する条件を与える必要がある。この条件は横

断条件として知られている。無限期間についても横断条件が必要になる。ここでは横断条件の経済的意味

について示す。この条件の詳細な説明は，たとえば，イントリゲータ［1971］を参考にせよ。
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代入すると

－ΔY (t＋1)＝ΔY (t)(1＋r(t))

が得られる。これは

－
ΔY (t＋1)

ΔY (t)
＝1＋r(t) （2－12)

を意味する。この左辺は現在期の消費と将来期の消費との限界変形率を表しているので，（１＋

利子率）が現在期と将来期の消費との限界変形率に等しい。

t期の消費財価格を p ，t＋1期の消費財価格を p とするとき，t期の消費財の t＋1期の

消費財で測った相対価格は p /p となる。利潤最大化を達成するときには，動学的な効率性

条件

－
ΔY (t＋1)

ΔY (t)
＝

p
p

（2－13)

が満たされる。これは，生産物の異時点間の限界代替率が異時点間の価格比（相対価格）に

等しいことを示している。この（2－13）式は

－
ΔY (t＋1)

ΔY (t)
＝

p
p

＝1＋r(t) （2－13′)

と変形される。この条件と（1－7）式で示した次の条件

－
dY (t)

dY(t)
＝

K (t)
F (K (t)，L (t))

K (t)
F (K (t)，L (t))＝

p
p

（1－7a)

－
dY (t)

dY (t)
＝

L (t)
F (K (t)，L (t))

L (t)
F (K (t)，L (t))＝

p
p

（1－7b)

が成立し，かつ，所与の生産物価格の下で生産要素が部門間に効率的に配分され，生産要素

価格(w，q)を決める条件

w
q
＝

L (t)
F (K (t)，L (t))

K (t)
F (K (t)，L (t))

＝
L (t)

F (K (t)，L (t))
K (t)

F (K (t)，L (t)) （2－14)

が成立するとき，２つの異時点間での生産における競争均衡が達成される。

むすびにかえて

本稿では，動学経済における資源配分の効率性条件と静学経済における効率性条件との類
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似性を前提に，動学経済における資源配分の効率性とその条件を考察した。本稿では，『価値

と資本』のヒックスやマランボー［1961］［1972］の見解を取り入れ，動学経済を期間の継起

として捉え，動学分析を示した。

実行可能な動学径路から競争的な動学径路が選択され，その径路が効率性条件を満たし，

短期効率的な動学径路が動学競争径路であることを確認した。また，動学経済において，短

期効率的な径路および消費効率的な径路の定義を明示し，短期効率的な動学径路が必ずしも

長期（消費）効率的な動学径路にならないことを示した。短期効率的な径路が消費効率的な

径路であるためには，本稿で示したように終期資本ストックに関する仮定６と，異時点間の

代替性に関する仮定７が必要であることを確認した。

最後に，無限期間分析において，短期効率的な動学径路が消費効率的な径路であるならば，

動学競争径路において無限期間先の資本ストックの現在割引価値がゼロになること，すなわ

ち，動学分析において仮定される横断条件の経済的意味について説明した 。
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